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1 はじめに｜1-1 分析ツールの選択

 産業連関表を利用した経済波及効果の分析には、専門的な知識や複雑な計算が必要になりますが、本ツールを使うことで簡単な産業連関分析を行う
ことができます。

 ツールの種類と特徴は、以下のとおりです（チェック入り項目は、そのツールが対応していることを示します。）。産業連関分析の経験のない方、初学者の
方には、「簡易分析用｜地域内表版」ツールをお勧めします。
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※1 生産地割合設定：地域内表であれば「自給率」、地域間表であれば「生産全体に占める東京都生産の割合」が100%の場合か、そう
でない場合かを選択する設定。詳細は4ページ。
※2 入力価格設定：入力する金額データが「購入者価格」か「生産者価格」のいずれかを選択する設定。詳細は5ページ。

簡易分析用

汎用

✔

用途 東京都 全国

分析対象地域 生産地
割合設定

※1

入力価格設※2

入力方法

✔地域内表

地域間表

ｲﾍﾞﾝﾄ・観光用 地域内表
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✔✔

✔

✔

✔

✔

✔

✔

就業誘発
効果

✔

✔

✔
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✔

✔

✔

環境負荷
分析

✔

✔

✔

✔

✔

✔

✔

✔

地域内表

使用表 購入者 生産者

✔

✔

✔

✔

✔

✔

✔



1-2 生産地の割合

 経済波及効果は、実際に生産が行われる場所に発生します。
 調達する財やサービスの生産が行われる場所は、東京都内とは限らず、他の道府県や海外である場合も考えられます。
 他の道府県で生産されたものを調達することを「移入」、海外で生産されたものを調達することを「輸入」といいます。
 本ツールの分析では、この「移入分」と「輸入分」を、東京都産業連関表から算出される移入率及び輸入率により控除できます。簡易版を除き、生産地

の割合が判明している場合は、その割合に設定することも可能です。
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新規需要 うち自給分

81.0%

11.6%

農林漁業 農林漁業

海外に波及

その他地域
（他道府県）に波及

移入分

輸入分

移入分

輸入分

7.４％ 自給分 自給分

移輸入率= −
移輸入計

内生部門計+最終需要計 − 移出+都：輸出計

自給率= 1 −移輸入率

輸入率= −
控除 輸入 + (控除)関税+ (控除)輸入品商品税

{ 内生部門計+最終需要計 − (移出+都：輸出計)}

東京都に波及

▼ 新規需要のイメージ (例)農林漁業



1-3 生産者価格と購入者価格

 東京都産業連関表は、生産者価格で表章されています。
 分析ツールに入力する金額は、購入者価格と生産者価格のいずれか選択することができます。（簡易分析用は、簡単化のため購入者価格のみ）
 購入者価格は、最終的な消費者に財・サービスが提供されるまでに、[販売額]と[売上原価]の差である「商業マージン」と、財を運ぶ費用にあたる「運輸

マージン」が加算された金額です。分析では、全国値のマージン率が用いられ、購入者価格は生産者価格に変換されます。
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うち自給分

▼ 購入者価格から生産者価格への変換 （例）農林漁業

新規需要

25.7%

3.9%

農林漁業 農林漁業 運輸・郵便

商業

運輸マージン

商業
マージン

商業マージン

運輸マージン

81.0%

11.6%

農林漁業

移入分

輸入分

7.4% 自給分
（都内での生産分）

70.4% 生産者価格 生産者価格

購入者価格 生産者価格

運輸・郵便
部門に波及

商業部門
に波及



2 操作方法｜2-1 各シートの概要

 分析ツールは、[トップページ]「分析シート」[部門分類シート][計算シート]の４種類で成り立っています。
 このうち計算シートは、シート名が数字になっています。
 分析に使うデータは、このうち[分析シート]内に入力します。分析結果も同じ[分析シート]内に表示されます。

計算用シート（利用者は通常使用しません）

トップページ

分析シート

部門分類
シート

計算シート
※シート名が
数字のシート

(例)
簡易分析用

「得られる分析結果」、「使い方」、「使用している主な統計表」、「注意事項」などの情報があるので、必ずご確認ください。

このシートに、分析に使う数値データを入力します。分析の結果もこのシートに表示されます。分析結果は、画面を右にスクロール
していくと、新規需要発生からのフローチャート、効果の内訳などを表したグラフの順に確認することができます。

分析にあたっては、新規需要の各項目（品目）を、東京都産業連関表の統合大分類の各部門のいずれかに対応させる必要
があります。各項目（品目）がどの部門に該当するのか、例示とともに部門分類を掲載しているので、適宜参照してください。

東京都産業連関表（地域内表、統合大分類）を確認できます。1

2

3

4

▼ﾌｧｲﾙを開いて画面下にあるシートﾀﾌﾞからシートを遷移します。 (例)簡易分析用

“1”のデータから算出した自給率、移輸入率、輸入率のほか、他の様々なデータを用いて算出した就業誘発係数、環境
係数など分析に必要な係数を確認できます。

分析シートに入力した値と、“2”の各種係数や比率を用いて、計算を行うシートです。

イベント来場者や観光客1人当たりの消費額の全国平均値と”分析シート”に入力した合計人数や宿泊数の平均を乗
じて、消費による新規需要額の推計を行うシートです。

シート名 概要
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▼ツールを用いた経済波及効果分析に必要な準備
新規需要と産業連関表の
部門分類との対応付け新規需要の洗い出し

新規需要の入力
▶[部門分類シート]などを参照▶予算明細書やアンケート・調査結果などを活用

▶[分析シート]に入力



2-2 トップページ

 各分析ツールのトップページには、「得られる分析結果」、「使い方」、「使用している主な統計表」、「注意事項」などの情報があるので、ご確認ください。
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2-3-1 分析シート｜簡易分析用

 新規需要額を入力します（単位：百万円）。簡易分析用ツールでは、入力できる価格は購入者価格のみとなっています。（※その他の分析ツールで
は、生産者価格と購入者価格を分けて入力することができます。）

 ｲﾍﾞﾝﾄの来場客や観光客などの消費について分析する場合は、人数データ（単位：人）も入力します。
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入力欄に新規需要額を入力します。1 F列以降に分析結果が表示されます。2

①農林漁業に
1億円の新規
需要を入力

②日帰り客数
1万人を入力

▼ 農林漁業に1億円の新規需要が発生し、日帰り客が1万人訪れるイベントの分析例

※新規需要がどの部門に対応するかは、部門分類シートなどを
参考に判断します。

① ②



2-3-2 分析シート｜汎用・地域内表版

 東京都内への経済波及効果等の分析が可能です。利用するデータに合わせて入力欄（列）を選び、新規需要額（単位：百万円）を入力します。
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入力欄を選んで新規需要額を入力します。1 ①以下の手順で入力列を判断

a.生産地の割合
(自給率)

b.入力する金額

不明

全て都内で生産

生産者価格

購入者価格

生産者価格

購入者価格

B列

A列

D列

C列

c.入力列

②例えば、東京都で生産された農
作物などを卸売業者などから購入
する場合は、C列に入力します。

H列以降に分析結果が表示されます。2

 「財・サービスの生産の場所（都内,都外の２区分）を特定しない
場合」(A列、B列）の欄に入力した金額には、東京都産業連関表
から算出した各部門の都内自給率が乗じられます。

 自給率とは、都内で調達できるものの割合のことです。自給率が小さ
ければ東京都内への波及効果も小さくなります。

 「財・サービスの生産が全て東京都内で行われる場合」(C列、D
列）の欄に入力した金額は、都内自給率を100％として直接効果
を計算します。

※新規需要がどの部門に対応するかは、部門分類シートなどを
参考に判断します。



2-3-3 分析シート｜汎用・地域間表版

 東京都内及び都外への経済波及効果等の分析が可能です。利用するデータに合わせて入力欄（列）を選び、新規需要額（単位：百万円）を入
力します。
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[東京都地域]で発生する新規需要額を、入力欄を選んで入力します。（10行目から47行目）1

①以下の手順で入力列を判断

a.生産地の割合 b.入力する金額

生産が発生する場所
について、都とその他
地域の比率が不明

都内での生産分が判
明している

生産者価格

購入者価格

生産者価格

購入者価格

B列

A列

D列

C列

c.入力列

②例えば、東京都で生産された農
作物などを卸売業者などから購入
する場合は、C列に入力します。

 地域間表版の分析ツールでは、地域内表版のときと異なり、生産 が発生
する場所（[東京都内]及び[その他地域]の２区分）により、入力する列
に加え、入力する行を考えます。

 「財・サービスの生産の場所（都内,都外の２区分）を特定しない場合」(A
列、B列）の欄に入力した金額には、東京都産業連関表から算出した各部
門の生産地の割合が適用されます。

 「財・サービスの生産の場所（都内・国内他地域）を特定できる場合」(C列、
D列）の欄に入力した金額は、都内または国内他地域の生産の割合を
100％として直接効果を計算します。

④例えば、その他地域で生産され
た農作物などを卸売業者などから
購入する場合は、C列に入力します。

[その他地域]で発生する新規需要額を、入力欄を選んで入力します。（48行目以降） ※データがある場合のみ2

③入力列を判断しますが、生産場所
はその他地域に特定されているので、
C列もしくはD列を選択します。

I列以降に分析結果が表示されます。3

※新規需要がどの部門に対応するかは、部門分類シートなどを参考に判断します。



2-3-4 分析シート｜イベント・観光分析用

 イベント・観光の開催や、来場者や観光客による消費がもたらす経済波及効果などを分析することができます。
 近年増加している外国人旅行者による観光消費による経済波及効果などの推計をすることができます。
 本マニュアルでは地域内表版を用いて操作方法を解説していますが、地域間表版についても仕組みは同様です。
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開催経費の各費目を産業連関表の部門に対応させます。1

予算明細書等を参考に、イベントなどの開催に伴う経費を産業連関表の部門に対応させます。例えば、マラソン大会の開催経費は以下のように対応させることが考えられま
す。※来場者等の消費による経済波及効果のみを分析する場合、この手順は不要です。

歳出項目 コード 部門名

イベント業者委託 66 対事業所サービス

警備費委託 66 対事業所サービス

CM動画制作委託 59 情報通信

ホームページ作成委託 59 情報通信

広告看板作成委託 66 対事業所サービス

タクシー 57 運輸・郵便

貸切バス 66 対事業所サービス

トイレ・テント等物品賃貸 66 対事業所サービス

音響機器レンタル 66 対事業所サービス

携帯電話レンタル 66 対事業所サービス

カラーコーン（レンタル） 66 対事業所サービス

駐車場使用料 57 運輸・郵便

高速道路通行料 57 運輸・郵便

スポーツ施設使用料 67 対個人サービス

会議室使用料（民間） 55 不動産

会議室使用料（文化会館） 65 その他の非営利団体サービス

パソコンリース 66 対事業所サービス

会場・舞台設営 66 対事業所サービス

会場仮設電源工事 41 建設

道路整備 41 建設

電光掲示板 34 情報・通信機器

大型時計 39 その他の製造工業製品

高機能カメラ 31 業務用機械

備品

購入費

使用料

及び

賃借料

工事

請負費

節

開催経費 産業連関表コード・部門

委託料

※その他の歳出項目（新規需要）がどの部門に対応するかは、部門
分類シートなどを参考にしてください。

歳出科目 コード 部門名

交通費 57 運輸・郵便

宿泊費 67 対個人サービス

燃料代 21 石油石炭製品

暖房費（灯油） 21 石油石炭製品

暖房費、冷房費（電気） 46 電気・ガス・熱供給

事務用品 39 その他の製造工業製品

スタッフ等被服 15 繊維製品

ゼッケン 15 繊維製品

応援用手旗 22 プラスチック・ゴム

紙コップ 16 パルプ・紙・木製品

救急用品・医薬品 20 化学製品

乾電池 33 電気機械

参加者用果物類 01 農林水産業

スタッフ等弁当代 11 飲食料品

スタッフ等飲料代 11 飲食料品

大会パンフレット・プログラム 39 その他の製造工業製品

会場周辺案内図・交通規制図 39 その他の製造工業製品

ポスター 39 その他の製造工業製品

参加賞（Tシャツ） 15 繊維製品

横断幕（プラスチック製） 22 プラスチック・ゴム

郵便料（切手、はがき） 57 運輸・郵便

宅配便料金 57 運輸・郵便

荷物運送費 57 運輸・郵便

電信電話料 59 情報通信

携帯電話通信料 59 情報通信

許可申請料 61 公務

収入印紙 61 公務

損害保険・賠償責任保険 53 金融・保険

医師・看護師（緊急待機） 64 医療・福祉

産業連関表コード・部門

光熱水費

節

旅費

需用費

役務費

開催経費



2-3-4 分析シート｜イベント・観光分析用
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入力欄を選んで開催経費（イベント・観光企画などに伴う新規需要額）を入力します。（9行目から43行目）2

①生産地の割合による入力列の選択
財・サービスの生産の場所（[都内]及び[都外]の２区分）が特定されない場合
生産が全て東京都内で発生する場合
の列に入力します。

Ⓐ Ⓑ

Ⓐ
Ⓑ

※イベント・観光分析用ツールでは[購入者価格]の利用が一般的であると考え、汎用版のような[生産者価
格]の入力欄は設定していません。生産地の割合については、本書4ページを参照してください。

※来場者等の消費による経済波及効果等を分析する場合、この手順は不要です。

②金額の入力
例えば、開催経費に都内で生
産された[飲食料品]1億円が
含まれる場合、このセルに入力
します。(単位：100万円)

来客者数を入力します。3

 宿泊日数別に見込みまたは実績の来客者数を入力します。
 外国人旅行客による消費がもたらす経済波及効果を分析したい場合は、これも入力します。

人数の入力
[国内からの来訪者]と[海外からの来訪者]
の２区分について、それぞれ宿泊日数別に来
客者数を入力します。
例えば、３泊する国内からの来訪者及び海
外からの来訪者がともに1万人来場するイベ
ントを分析する場合、図のように入力します。

 地域間表版を利用する場合は、本書10ページを参
考に、開催経費を東京都内で発生する生産分と、そ
の他地域で発生する生産分の２つの区分に分けて
入力してください。

 黄色のセルが入力欄です。それ以外のセルには予め
計算式が入力されています。



2-3-4 分析シート｜イベント・観光分析用

13

来訪者が消費する[財・サービス]及びその[一人当たり消費単価]、該当部門番号を入力します。4

①来訪者が消費する財・ｻｰﾋﾞｽの入力
[日本人旅行客]と[外国人旅行客]の２区分に
ついて、それぞれ消費する（と考えられる）財・
サービスを入力します。

 国内からの来訪者については、観光庁『旅行・観光消費動向調査（2019）』
から推計した一人当たり旅行単価の全国平均値を予め入力しています。

 海外からの来訪者については、観光庁『訪日外国人消費動向調査
（2019）』から推計した旅行者（観光・レジャー目的）1人あたり旅行単価の
全国平均値を予め入力しています。

 分析テーマに合わせて、適宜財・サービスを追加、削除して利用してください。
 1人当たり消費単価は全国平均値になっています。より詳しいデータがある場合

は、そちらをご利用ください。

②一人当たり平均消費額の入力
[宿泊客]と[日帰り客]の２区分について、①で入力した各財・サービ
スを、一人当たり平均消費金額を入力します。（単位：円）

① ② ③

③該当部門番号の設定
①で入力した財・サービスが、東京都
産業連関表のどの部門に対応するか
検討し、該当する部門の[番号]を入
力します。部門の番号は、A,B列で
確認できます。

④

④自給率の設定（※必要に応じて入力）
 自給率（≒新規需要のうち、東京都で発生する生産の割合）
を入力する欄です。③を入力すると、自動的に東京都産業連関
表から計算した自給率が表示されます。

 自動計算された自給率は、分析のテーマに合わせて変更すること
が可能です。

 例えば、全て東京都内で生産されたサービス（または財）が消
費される（と仮定される）場合は、自給率設定を1にします。

分析結果が表示されます。5



2-4-1 分析結果｜分析結果の表示

 分析シートを右にスクロールしていくと、分析結果表、新規需要発生からのフローチャート、効果の内訳などを表したグラフを確認することができます。
 分析結果によっては、グラフが見えにくくなることがあるので、適宜書式などを変更してご利用ください。 (例)イベント・観光分析用

▼ 表示例
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2-4-2 分析結果｜各分析結果の意味

 各分析項目とその説明、推計に使用したデータは以下のとおりです。

直接効果

第1次
間接効果

第2次
間接効果

総合効果

最初に入力した購入者価格は地域別に工場の出荷価格、卸、小売、運輸などのマージン
に分割され、移輸入分は差し引かれています。

直接効果として発生した生産をまかなうために必要な原材料等の生産の誘発です。生産
は次々と誘発され、波及します。波及は無限に続きますが、次第に小さな値となり、一定の
値に収束します。

生産が増えたことで増加する雇用者所得が、消費に回ることで誘発される効果です。

分析項目 説明

粗付加価値
誘発効果

就業
誘発効果

エネルギー
消費量

CO2発生量

使用データ

東京都産業連関表
(2015)

東京都産業連関表
(2015)

東京都産業連関表
東京都生計分析調査

ー

東京都産業連関表
(2015)

雇用表(2015)

（独）国立環境研究所
『産業連関表による環境
負荷原単位データブック
（3EID）』
（平成27年表）

直接効果、第1次間接効果、第2次間接効果の合計です。一般的に経済波及効果〇
〇億円という場合には、生産誘発効果（総合効果）を意味します。

生産誘発効果が中間取引を含む生産額に対する効果なのに対し、粗付加価値誘発効
果は中間取引を除いた経済効果を示します。ＧＤＰ（国内総生産）への効果に相当す
るものです。

各部門が１単位の生産を行うのに必要な人数を雇用表から算出した上で、総合効果に
乗じることで、何人の就業が誘発されるかを見ることができます。

各部門が１単位の生産を行うのに必要なエネルギー消費量を推計した上で、総合効果に
乗じることで、どれくらいのエネルギーが消費されるかを見ることができます。

各部門が１単位の生産を行うのに必要なCO2発生量を推計した上で、総合効果に乗じ
ることで、どれくらいのCO2が発生するかを見ることができます。

15



2-5 部門分類シート

 部門分類シートでは、東京都産業連関表の各部門の品目の例示を見ることができます。
 新規需要として入力しようとしている品目が、東京都産業連関表のどの部門に対応するか不明なときは、このシートを参考にしてください。

例えば、パソコンの生産が増加する場合、パソコン
がどの部門に該当するか考えます。
部門分類シートより、パソコンは「34 情報・通信
機器」に該当すると分かります。

16



3 参考資料｜3-1 分析の仕組み
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 産業連関表は、売り手を表側に、買い手を表頭にして、いろいろな産業の生産物がどのような産業にどれだけ販売されるかを額で示した統計表です。世
界各国で、通常、人口センサスが行われるのと同じ年に作表されており、わが国では総務省をはじめ各都道府県などで作成しています。

 ある商品の消費が増大すると、その産業の生産が増し、さらにその原材料をまかなう産業の生産も増していきます。産業連関表をシミュレーションの道具
として用いると、消費や投資の増大に応じた各産業への経済波及効果を知ることができます。逆に減少する場合も分析できます。

))ˆ(())ˆ(( 1 EFMIAMIIX  

 都内最終需要（ Δ𝐹 ）や移輸出（ Δ𝐸 ）が発生すると、その需要分を満たすための財・サービスが

生産されます（ Δ𝑋 ）。モデル式に示されているように、都内最終需要ベクトルには部門別に自給率
行列（ 𝐼 − 𝑀 ）が乗じられます。移輸出されるものはすべて都内で生産されたものとされていますの

で、移輸出ベクトルには自給率行列は乗じません。
 第二次間接効果は生産誘発額に雇用者所得率、都内昼間就業者数に対する都民都内雇用

者数の割合、消費転換率、最終需要項目別生産誘発係数を乗じて求めています。消費転換率は、
都民のくらしむき（東京都生計分析調査）の実収入に占める消費支出の割合を使用しました。雇
用創出は生産誘発額に就業係数を乗じて求めています。本社の最終需要項目別生産誘発係数
は「その他の対事業所サービス」の値を準用しています。

𝑋
𝐼
𝐴
𝐹
𝐸
𝑀

記号 説明

生産誘発額ベクトル

単位行列

投入係数行列

最終需要ベクトル

移輸出ベクトル

移輸入係数の対角行列

産 業 連 関 表 と は

分 析 モ デ ル ( 地 域 内 表 )

（Δ𝑋：直接効果＋第一次間接効果）

分 析 モ デ ル ( 地 域 間 表 )

)*ˆ(*)ˆ( 1 EFMFAMAIX   A＊（地域内投入係数行列）

a11 a12 a13 0 0 0

a21 a22 a23 0 0 0

a31 a32 a33 0 0 0

0 0 0 a44 a45 a46

0 0 0 a54 a55 a56

0 0 0 a64 a65 a66

東京都地域 その他地域

東
京
都
地
域

そ
の
他
地
域

 𝐴∗は投入係数の対角ブロック行列で、投入係数行列
（𝐴）のうち、自地域の交点のブロックのみに投入係数
（𝑎𝑖𝑗)が入った行列です。

 𝐹∗は地域内最終需要ベクトルです。新たな最終需要
（ Δ𝐹, Δ𝐹∗）が発生すると、その需要増分を満たすた

めの財・サービスが生産されます。



分 析 の 前 提 条 件

3-1 分析の仕組み
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 分析ツールで使用している逆行列係数表は、平成27年東京都産業連関表（統合大分類）から求めています。
 したがって、平成27年の投入構造や自給率が逆行列係数表に反映されており、その内容が対象時点まで続いていると仮定しています。
 消費額が２倍になれば、原材料（中間投入額）も人件費も２倍になり、波及効果も２倍の結果となります。
 現実には、生産の誘発を在庫によって賄った場合、波及の中断が起こりますが、当分析では、このような波及の中断は想定していません。
 就業誘発効果は、計算上導き出された人数で、実際は残業や生産設備の増強等で調整される場合もあるため、必ずしも就業増につながるわけではあ

りません。
 経済波及効果が達成されるまでの時間を計算することはできません。
 第一次間接効果は、直接効果によって調達された原材料・サービス等による波及効果です。また、第二次間接効果は、直接効果と第一次間接効果が

もたらす雇用者所得から、都外在住者の所得及び貯蓄分を除いた額を消費増加額とした波及効果です。

分 析 の 前 提 条 件

産業連関表や分析の仕組みについてより詳しく知りたい方向けに、国及び都が公表している以下の資料を紹介します。

資料 説明 リンク

平成27年（2015年）産業連関表
報告書（総合解説編） 第２部

公表機関

総務省
産業連関表の概要や分析のモデル式に
ついて、より詳細な説明があります。

PDF
[2.74MB]

平成27年（2015年）東京都産業
連関表 報告書 第Ⅱ章

東京都
分析のモデル式についてより詳細な説明
があります。

PDF
[905KB]

 消費者が店頭で購入する場合の価格は購入者価格であり、産業連関分析ではこれを生産者価格と商業マージン・国内貨物運賃（運輸マージン）と
に区分する必要があります。

 この経済波及効果分析ツールでは、消費や投資を購入者価格によって入力することを原則としていますが、生産者価格の欄も設けています。
 入力欄に入力された購入者価格は平成27年産業連関表(総務省）の需要合計のマージン・運賃率を用いて生産者価格に変換され、購入者価格と

生産者価格の差である商業マージン・国内貨物運賃は商業部門、運輸部門に配分されます。

商業 マー ジン ・ 国内貨物運賃

http://www.soumu.go.jp/main_content/000368490.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000368490.pdf
http://www.toukei.metro.tokyo.jp/sanren/2011/sr11tf0013.pdf
http://www.toukei.metro.tokyo.jp/sanren/2011/sr11tf0013.pdf


3-2 簡易分析用ツールにおける入力例
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 実際に簡易分析用ツールを使った分析の一例を参考として掲載します。

 東京都の人口が50万人増加した場合、１年間当たりどの程度の経済波及効果が発生するでしょうか。

事 例

50万人あたりの家計消費支出額を推計します。1

①ここでは、東京都産業連関表（統合小分類）地
域内表 列コードP7211[都民家計消費支出]を利
用します。この部門は、2015年の1年間に、都内で
発生した、都民全体による家計消費支出の推計値と
なっています。
分析ツールの形式に合わせ、統合大分類になるよう
に行部門を統合しておきます。
※統合の方法については21ページをご覧ください。
※ただし、部門分類の都合上、A19,A23,A39は
「その他製造工業製品」としてひとつにまとめ、部門
コードは「A39」としてください。

①

②

③

②計算を簡単にするため、ここ
では東京都の人口を
約1400万人と仮定します。

③増加する人口とし
て、50万人を設定
します。

④=①×③÷②

④都民全体の消費額に、
[50万人]の対[東京都
の人口]比を乗じて、50
万人当たりの消費額を
推計します。
※[事務用品],[分類不
明],[本社]の３部門に
ついては新規需要を想
定しないため、0とします。

※推計方法は
一例です。

④

次のページへ
続く



3-2 簡易分析用ツールにおける入力例
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簡易分析用ツール[分析シート]の入力欄に、50万人当たり消費額（推計値）を入力します。2

④

⑤[50万人当たり消費額](④)
を選択してコピーします。

⑥コピーした④を分析ツールの入
力欄に貼付します。

入力欄より右側に分析結果が
表示されます。

粗付加価値誘発効果
は約1兆円となり、これ
は名目都内総生産
（令和元年度約115
兆7000億円）の約
0.9％になります。



3-3 Microsoft Excelを用いた部門統合の方法
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①1列先頭に挿入の上、[=mid(C6,6,3)]
と入力し、[F7100 内生部門計]の行まで
[コピー]する。
すると、統合大分類コードが表示される。

※この例では、東京都産業連関表 地域内表 取引基本表（統合小分類）csvファイルを利用しています。ダウンロードはこちらから。
※画面はMicrosoft Excel2016で作成していますが、以降のバージョンにおいても同様の手順で統合できることを確認しています。

②C列の右隣に一列挿入する。ここに、A
列に表示された統合大分類コードを全て
[コピー]して[値のみ貼付]する。

③行2の下に一行[挿入]の上、
[=mid(E4,6,5)]と入力し[R7100 中間需要計]の
列まで[コピー]する。統合小分類コードが表示される。

④行4の下に一行挿入する。ここに、3行目
に表示された統合小分類コードを全て[コ
ピー]して[値のみ貼付]する。

① ②

③

④

 分析ツールは統合大分類で作成しています。よって、前のページで紹介した人口増加による経済波及効果の分析のように、統合小分類など、統合大分類
以外の部門分類で分析する場合は、部門を統合する必要があります。

 Microsoft Excelを用いた部門統合の方法の一例を紹介します。

http://www.toukei.metro.tokyo.jp/sanren/2011/sr11t1.htm


3-3 Microsoft Excelを用いた部門統合の方法
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⑤

⑥[データ]タブを選択します。

⑥

⑦[統合] を選択します。

⑦

[統合の設定]ダイヤログボックスが表示される

⑧[合計]を選択

⑨統合元範囲を選択して入力
行[R71 中間需要計]、
列[F71 内生部門計]
まで含まれるように選択

⑩上端行及び左端列に
チェックを入れる

⑪OKをクリック

⑤統合した表を作成する位置を選択します。
ここでは新しくシートを作り、A1セルを選択
しています。

⑧

⑨

⑩

⑪

⑨



3-3 Microsoft Excelを用いた部門統合の方法
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統合された表が作成されます。

 行方向は統合大分類、列方向は統合小分類の表が完成しました。
 統合大分類[民間消費支出（他県民支出を除く。）]は、統合小分類[都民家計消費支出]及び[対家計民間非営利団体消費支出]からなる部

門です。
 家計消費支出について考える場合、[民間消費支出(他県民支出を除く。）]ではなく、統合小分類[都民家計消費支出]行部門を統合して大分類

にしておくことにより、都民家計消費支出に特化した分析ができます。


